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齋藤幸太郎、西日 靖子

1  日
安蘭唇「望ン S鉢督墨紫襴踏品議事録署名人として期捻益文科貯

神田委員と山形県立農林大学校・遠田委員の二人に依頼があつた。

議題

【報告事項】

1 平成 29年度大学コンノーシアムやまがた事業評価報告書について

事業評価委員会委員長の布施委員から、資料 1に基づき以下の説明があつた。

(説明要旨)

・事業評価委員会を7月 19日 、9月 25日 及び 10月 20日 の 3回開催 し、事業評価

報告書を 11月 15日 に幹事会委員長へ提出した。なお、資料 1に事業評価委員の名

簿がないので、後で事務局から送ってもらうことにする。

・評価は実施 した事業に対するアンケー トを実施 し、その分析から評価 した。また、



評価対象事業は、平成 24年度から平成 28年度までの 5か年度に実施されたコン

ソーシアム独自の財源で行つたもので、かつ 28年度まで継続された事業とした。

・アンケー トの分析方法は、事業がコンソーシアムの目的に貝Jしているか、及び機関

における事業に対する満足度を 「A不要事業」、「B見直し事業」、「C要検討事業」、

「D適合事業」の 4段階に分けて分析 した。

・各事業とも本コンソーシアムの目的及び第 2期事業計画に沿つた事業となっていた。

・「まとめ」について、1.各事業のあり方については、ビブリオバ トル、小学生を対象

とした体験型学習、プロスポーツを活用した中山間地域活性化活動、やまがた高等

教育職業フォーラムの4つが見直し事業となったこと。2.負担金のあり方について

は「高額」と「妥当Jに意見が分かれた。 3.ま とめの (2)で は、ほとんどが重要度の

高いものとして評価されているものの本来の目的に合致してきていない事業も見 う

けられるため、適合事業とされた事業であっても十分な検討を行い、廃止、継続す

る場合であっても各事業の目的や目標を明確にして企画実施すべきである。また、

まとめの (3)運営については、予算 。人員の増加が望めない中、加盟機関の協力や事

業の絞 り込み、実施体制の見直しが望まれる。

(主な意見交換等の内容 )

・バックグランドがよくわからないので、コンソーシアムにおいて事業評価委員会に対

してどのような事業委託がされているのか。また、加盟機関だけの評価なのか、受益

客体からの評価をどのように考えるのか、評価手法のプロセスを説明してほしい。

(藤原委員 )

→資料 2別紙 2に組織図があるが、幹事会の下に事業評価委員会が設置されており、こ

の委員会で評価の方法等を策定して事業評価の実施を行 うことになっている。従っ

て事業評価委員会の中で今回の評価方法を定めている。また、今回は評価期間が長か

つたこともあり、各機関による評価のみとしたものである。 (事務局)

このことについて委員長から、可能であれば事業を受けた方からの評価も今後考えてほ

しいとの意見と事業評価委員会委員へ訪寸意があつた。

【協議事項】

1 大学コンソーシアムやまがた第3期事業計画 (案)について

事務局から、資料 2～軸 に基づき以下の説明があつた。

(説明要旨)

。1の事業計画策定にあたつては、第 3期 の策定趣旨を掲げたこと。

・ 2の第 3期事業計画は、(1)と して事業期間の設定、(2)と して、事業方針の策定、(3)

として第 3期事業計画案を行 う事業を大きな括 りとして策定願いたい。

次いで委員長から、事業期間について、第 2期事業計画は 5年を想定していたが、文科

省補助事業 (美 しい山形を活用した「社会入力育成山形講座」の展開)があったために8

年と伸びてしまつたこと、また、委員長個人の意見として山形大学の現執行部が来年 4月



から2年で交替となることから、事業期間を 5年ではなく3年としてはどうかと考えて

いる、との話があった。

このことについて、以下の意見交換があった。

(主な意見交換の内容 )

・今回、事業評価委員会委員 として評価をしたのだが、 3年で事業評価を行 うのは短期

のスパンとなるため、かなりの労力を要することになるので、もう少 し長いスパンと

した方がよい。大学認証機関で評価する場合は 7年 とい うこともあるので、 5年 とか

7年とかのスパンがよいのではないか。 (高橋委員 )

。私共の機関も3年スパンでローリングしているところもあり、委員長の発言は重いな

と思っている。ただ、評価をどのようにするかは別として具体的な短期のプロジェク

トについては 3年ぐらいのスパンでみて、それを第 3期事業計画とするのかはヨンセ

プ トとプロジェク トといった二階層のような考え方で良いのではないか。具体的の決

めるのは 3年間で、考え方は長期スパンで見るという頭の整理をすれば、現実的なお

金の話が出てくるものは事業計画に載せ、他のものは具体的な書き方をしないで構想

程度にとどめる書き方もできるのではないか。 (藤原委員 )

・3年 とい うのはやはり短い。2年やつたことを 3年 目で評価するのは、評価 し続けるこ

とになるのである程度の期間があつた方がよいと思 うが、 3年か 5年かの判断は難 し

い。 (遠 田委員 )

・ 3年で良いと思われる。長い期間を置いて評価するよりも、短い期間の中で成果を判定

して次の事業を行 う方が、より活性化 し新陳代謝が図れるのではないか。 (野村委員 )

・長い期間の評価をするとなると大変になるので、3年間にすることは一つの考え方とし

てはある。 (菅原委員 )

。参考までに、第 2期事業計画における評価についてであるが、平成 22年度 23年度の

評価を24年度に中間評価として行ってお り、今回 26年度に評価すべきところを、文

科省補助事業等の関係から平成 29年度までずれてしまったものである。これまでは

事業方金十の期間は 5年 と決めて、その中で評価を3年 目に行い、見直していくという方

法としてきている。 (事務局)

・資料 2を見ると単なる事業の列挙なので、それを具体的にどれだけの財源で、どういう

体制で、どのような内容で推進するのかまでは書いてはいない。バックグラン ドとして

今までと同様に継続するとい うのであれば、委員長が言われたように財源に責任をと

れるかとなった場合は、この幹事会で 8年、9年オーダーの計画を承認するというのは、

なかなか賛成 しかねる部分がある。具体的な事業計画は 3年次なら3年、各年次なら各

年次で回すと言つてもらえるとすんなり入るのだが、どうい う位置づけが主になるの

かをはっきりして委員会へ意見を付けて提案すべきと感 じる。 (藤原委員)

。そこはなかなか難 しいことと考えている。参考までに、第 2期事業計画においては 7つ

の事業方針があったが、特に「⑤国内外の大学コンソーシアムとの連携を進める」では、

平成 22年度に沖縄国際大学から視祭訪問があった。このほか、受託事業の山形講座で

平成 24年度に金沢大学および大学コンソーシアム石川、大学コンソーシアム京都な

どへ訪問してはいるが、本コンノーシアムが主体となって他のコンノーシアムと連携



はあまりなかったようである。また、「⑦外部資金獲得に積極的に対応するJでは、平

成 22年度、23年度に川西町の「やまがた里の暮らし大学校Jな どはあるが、コンソ

ーシアムを担当していた山形大学教員個人のつながりで外部資金を獲得 してきたケー

スであった。ほかには、コンソーシアムの了解のもとで山形大学が主体となって文科省

に申請するとい うケースがあったものの、本コンノーシアムが主体となるケースはほ

とんどなかった。根幹となる事業方針をどのようなものにするかを決めていただき、ど

のくらいのスパンとするかを考えていただくことも一つの方法かと考える。 (事務局)

これら第 3期事業期間について委員長から、資料 2の 1頁 (2)事業方針の参考②の地

域社会への貢献については各機関それぞれ実施されているところだが、地域社会貢献に

関する軸は今までもこれからも重要である。また、それを実行するにあたつてはお金のか

かる部分の兼ね合いがあるが、現山形大学長 (会長)は現状をあまり変えないだろうと考

えており、大きく変える必要はないとの評価もあるので、ここ2年は予算の裏付けがある

可能性が高い。したがつて今までの意見と総合的に判断して、事業期間は5か年とし、3

年目に事業評価をして予算に合 うような見直しを行 うことではどうかとの提案があった。

これについて栗山委員から、 32年度の移転に伴い予算も変わるので良いのではとの意

見もあり、平成 30年度から事業期間を 5年、事業評価を 3年 目に行 うこととした。

続いて、事業方針について委員長から、資料 2の第 2期事業計画での (参考)⑤、⑦に

ついては、事務局からの説明にあつたように第 3期 の事業方針に掲げなくともよいよう

に思える旨の話があり、事業方金十について以下の意見交換があつた。

(主な意見交換の内容 )

。新たな事業方針の中で付け加えるものとして、 (資料 2の )参考意見の中に 「県内高校

生の加盟機関への進学率の向上・・・」のことが書かれているが、これをそのままとい

うことではないが、それに類する言葉で方針の中に付け加えてもらいたい。(菅原委員 )

・ヨンソーシアムとしてできるかどうかは別にして、卒業生の地元定着とか、非常に高い

レベルの目標になっているが、原因解析 とかそれに対する施策の方向の棲み分けなど、

コンソーシアムではこうい うことをや り、他の機関ではこうい うことをやるとかの整

理をしないと事業方針に書かれても困るのではないか。そもそも目標 と方針は異なる

ものなので、方針でないものを方金十として書かないでもらいたい。それを構造化して方

針に値する層のものであるとの判定をして書くべきである。 (藤原委員 )

。SDが義務化されて、各大学でも教員のFDと か職員の初任者研修とは別に、教職員共

同のSDやセミナーが義務化されてきているが、このことで悩んでいる。大きいヨンソ

ーシアムのある京都、奈良などでは組織的に取 り組まれているが、ここの周 りにはその

ような先進大学がないため、金沢までお金をかけて研修に行っている。すべての機関の

賛同は得られないとは思われるが、本コンソーシアムの中で教職員の素養が図れるよ

うな取り組みができればよい。 (野村委員 )

・確かにSD研修は、大学単独で行えば費用が掛かるので、共同で行 うのは良い提案であ

る。また、18歳人口が減っているという話があつたが、文科省でも大学教育に係る改



革を進めているので、そのような事にも何か共同で対応できるような取力組みができ

ればよい。 (高橋委員 )

。本校は4年制大学との連携が難 しいところであるが、方針なので「外部資金獲得」など

具体的にどのように動けばよいかわからないところがあるので、スリムにしてもよい

のではないかと感 じる。 (遠 田委員 )

・先ほどの話を聞いてSDや FDな どの活性化は大事なことと思われる。これは本校でも

認識 されてお り、コンソーシアムの中で連携 して進められる事業があれば本校からも

参加 したい。また、ここに小学生を対象とする体験型学習といった事業があるが、中学

生や高校生を対象とするプログラムを提案することで、高校生以下に本コンソーシア

ムを知ってもらうのは大事な取り組みと思 う。 (吉木委員)

。確かに意見としてあった SD、 FDは重要な事業だと思われる。ただ、「FDネ ットワ

ークつばさ」との関係がどうなるのか整理が必要と思われる。また、本校は離れている

ため難 しいところがあるが学生の交流を是非進めてもらいたい。たとえば、医療と福祉

の観点からみれば医学部も看護も介護もあり、社会福祉も本学にはあるので、それらの

学生たちが交流する場を設定することで、ぃま地域包括ケアの話もあるので、顔の見え

る関係を築くことができるのはないか。これは方針 とい うより具体的な事業の内容に

なるかもしれないが、このようなことを考えていた。 (ネ申国委員)

上記意見交換の後、委員長から方針は重要な部分でもあるので、いただいた意見を整理し

て事業方針案をメールで送 り、再度意見をもらって取りまとめたいとの提案があり、了承さ

れた。

2 平成 30年度大学コンノーシアムやまがた事業計画 (案)の進め方について

委員長から、事業方針案がまだ決まらないところであるが、第 2期の事業を総括しても

らつたことを念頭に検討願いたいとの話があり、次いで事務局から、資料 2別紙 1に基づ

き、以下の説明があった。

(説明要旨)

。各事業の頭に数字がついているのが事業評価の対象となったもので、平成 29年度に

新規事業となった「山形講座フォローアップ事業」は評価対象とはなっていないが掲

載 している。

・今回の評価で見直し事業となった4事業のうち、4ビブリオバ トルと9やまがた高等

教育職業フォーラムの 2つは平成 28年度で終了しているものである。

このことについて、以下の質疑応答があった。

(主 な質疑応答等の内容)                          
″

・企画会議を担当しているが、確かにビブリオバ トルは参力日者が少なくなってきていて、

見直しとなっているが、高校では盛 り上がってきており、高校を卒業して山形県内の大

学等に入つてくる人もいると思われるため、高大連携を絡めて見直すという方法もあ

る。次の小学生を対象 とした体験型学習だが「イヌワシふれあい体験」は人気もあり、



毎回多くの参加者がいるが天候に左右されることがある。最近小学校ではプログラミ

ングなどが非常に人気があるので、専門の機関と協力してプログラミングのようなも

のを始めてもよいかも知れない。また、プロスポーツは、事業評価にあったようにモン

テディオ山形以外にもプロスポーツはあるので、経費的に負担が少ないものなら続け

てもよいし、ほかのプロスポーツとも相談するなど企画会議で検討 させていただきた

い。 (栗 山委員 )

。参考までに、ビブリオバ トルは今年度、本コンノーシアムから予算の補助はしていない

が、山形大学附属図書館ではゆうキャンパスを会場に開催 しており、参力日学生は 5人で

あつた。いろいろな大学からの参加学生が増える努力をしていただければ、本ヨンソー

シアムで協力 していくスタンスでいる。また、プロスポーツを活用した地域活性化活動

「雪中棚田ナッカー大会」であるが、今回 7回 目となるもので、本コンソーシアムが主

催であるが 5万円の負担のみで、その他の経費は山辺町から負担 してもらっているも

のである。事業評価では他のプロスポーツについて意見があつたので、それらのチーム

にパイプを持つ方と検討していきたい。 (事務局)

・他の機関の方が一所懸命に行っていることについて、場所の提供も含めて応援 していく

ことは重要なことと思つている。例えば 2のやまがた夜話にしても現実的にはいろい

ろな機関の先生方がコンソーシアム主催の下でここに来て講演会を行つてお り、各機

関は共催または後援する形で参加 しているのが現実で、みんなで一つの事業を構成 し

ていることがコンノーシアムの形だと思っている。 4、 5、 6番 (の事業)はそれぞれ

一所懸命にやってそれなりの成果を上げているところなので、是非応援 していつても

らえればありがたい。また、他地域のコンソーシアムとの連携共同について、私どもは

大学の性格上、他の地域のコンソーシアムとも付き合いがあり、その意味では本コンソ

ーシアムと他のコンソーシアムとの連携もあると考えているため、事業の中に考慮し

てもらいたい。 (藤原委員)

この平成 30年度の事業について委員長から、企画会議委員長の栗山委員や藤原委員の

意見も参考にさせてもらうこと、また、見直し評価があつた 4、 5、 6に関しては見直しに

関する意見を参考に企画会議で検討 してもらいたいとの話があり、平成 30年度の事業に

ついて、資料 2別紙 1における 9やまがた高等教育職業フォーラム以外の丸印の事業を行

つていきたいとの提案があり、了承された。

なお、9のやまがた高等教育職業フォーラムについては、参加人数が少なかったことから

29年度は実施しなかったが、31年度以降にまた検討をしたいこと、また、平成 29年度

新規事業である「山形講座フォローアップ事業」について、リーダーシップ教育の講座が平

成 30年度に山形大学で立ち上げる予定であることから、 30年度事業から外れる見込み

であることが補足説明としてあつた。

さらに事務局から「大学等進学説明会」について、大学等進学説明会実施要項に基づき平

成 30年度の開催に向けた高校への希望調査を例年どおり1月 に実施 したいので、事前に

了承をもらいたいとの話があり了承された。
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見 、

負担金について

委員長から、負担金については、資料 1の事業評価報告書 20～ 22頁に各機関の意

41～ 42頁に評価の記載があり「再考の余地があつてもよいのではないか」との意見

が付されている旨の説明があり、次いで事務局から、資料 3-1か ら資料 3-3の説明が

以下のとおりあつた。

(説明要旨)

・資料 3-1は機関負担金 (会費)の積算資料である。平成 16年度に県の当初予算を踏

まえたシミュレーションにより、4年制大学 4つ、機関割 りを20万円として、収容定

員割 り単価が決められたものである。また、東 日本大震災による授業料免除の関係から

1割減 として現在の額になっている。

・資料 3-2は、現行の積算方法で平成 30年度の負担金を計算した案で、資料 3-3は、

改正する場合の案を載せたもの。

(主 な質疑応答・意見交換等の内容)

。あくまでも本校の事情であるが、資料にあるとおり他機関に比べて学生数が非常に少な

いこともあり、是非負担金の軽減をお願いしたい。 (菅原委員)

このことについて委員長から、資料 3-1の参考に平成 29年度機関負担金の表で、山形

工科短期大学の収容定員 (負担金対象者数)は、他機関に比べ 1桁ないし2桁少ない数とな

つているので機関割は 4年制大学、短期大学等の二つにもう1枠加えてもよいのではない

か。具体的には資料 3-3の朱書き「うち、収容定員が…に満たない機関…円」のところを
「50人に満たない機関」として短大の半分の4万 5千円としてはどうか、との提案があっ

た。

このことについて以下の意見交換があった。

(主な意見交換の内容 )

・基本的には賛成であるが、その前に事業量がこれだけあるから財源負担がこれだけ必要

であるとの考え方が普通である。しかし、それを言 うと事業が決まつていないのにどう

なのかとの話になってしまうので、一定の枠を事務局長へ示さないと仕事にならない

のではと思いつつ議論に参加 している。端的に言えば、ここに参力日している機関が今ま

でと同じ負担で、山形工科短期大学さんは減るということで了解が得られれば、我々は

異存がないので進めてもらえればよい。 (藤原委員)

・ゆうキャンパス・ステーション運営費負担金も何とかならないか、事務局と話をさせて

もらいたい。 (菅原委員 )

以上の結果、委員長の提案どおりで了承された。

【その他】

1 ゆうキャンパス・ステーションの移転について

事務局から、資料 4に基づき以下の報告があった。



(報告要旨)

・資料 4は、この 12月 4日 に山形県教育庁 文化財・生涯学習課から送られてきたも

ので、生涯学習センター (遊学館)の改修工事のスケジュール (案)である。このス

ケジュール案では、工事期間は平成 30年 9月 から平成 31年 9月 末までとなり、準

備期間を経て、平成 32年 1月 にリニューアルオープンする予定となっている。本ヨ

ンノーシアムとしては、平成 32年 4月 にオープンすることで進めている。

2 ダイバーシティ推進ネットワークについて

委員長から、山形大学からダイバーシティ推進ネットワークについて要望があったの

で、男女共同参画推進室の井上柴子准教授から説明をしてもらう旨の紹介があり、井上先

生から、資料 5に基づき、以下の説明があった。

(説 明要旨)

。本件は、大学コンソーシアムやまがたの下に「ダイバーシティ推進ネットワーク」を

設立することにより、県内の高等教育機関が円滑に連携 して、ダイバーシティ推進に

関するセミナー、シンポジウム、女性研究者交流会、次世代育成事業への参加等の活

動を行 うほか、情報共有、行政・企業と連携するなどの男女共同参画の推進及びダイ

バーシティ推進を図る提案である。

・今後、幹事会委員長及び事務局と相談して内容を詰めて、来年 3月 の幹事会、総会で

内諾、平成 30年度の総会で承認を得たいと考えている。

このことについて以下の意見交換等があった。

(主な意見交換等の内容 )

・会貝J上の各種委員会を想定しているのか。 (藤原委員 )

→事務局としては、幹事会の下に企画会議と並列に設置したいと考えている。(事務局)

・各種委員会となれば予算から全て本コンソーシアムの中で承認を得なければならなく

なるため、進める先生の方が後で大変になるのではないかと心配 している。しかしなが

ら、ここは県内の高等教育機関が集まっている場でもあるので、協議 して応援 していく

ことになると思 うのでよろしくお願いしたい。 (藤原委員)

→ (コ ンノーシアム内での)位置づけについては、3月 まで検討させていただきたい。(井

上先生)

このことについて委員長から、本件に関しては次回の幹事会までにもう少 し詰めた内容

を示 してもらうこと、また、設置期間を文部科学省補助期間である 3年 として、継続等に関

してはその時点で検討 したいとの話があった。

3 山形未来プロジェクト2018に ついて

事務局から、資料 6に基づき以下の説明があった。

(説明要旨)

・山形新聞社から本コンソーシアムに依頼があったもので、目的が若者の県内定着や流



出抑制など本ヨンソーシアムの目的と合致していると考えている。また、本コンソー

シアムヘの依頼事項についてもポスター展の巡回以外は大きな業務負担が伴 うもの

ではないようである。なお、本企画は来年 3月 からスター トしたいとのこと。

主催が山形新聞社 という一企業であるため、本コンノーシアムが協力することに問

題はないか検討願いたい。

このことについて委員長から、方向性自体は本コンノーシアムの趣旨と異なっていない

し、依頼内容も特に問題はないと考えるが、企業とのかかわりについて委員の意見を伺いた

いとの話があり、事務局から、本コンノーシアムの弱点である広報の観点で期待ができるこ

と及び賛同機関におけるパネル展示等に関して搬送費などの負担はすべて山形新聞社が行

うことになるとの補足説明があつた。

このことについて、特に意見はなかったため、山形未来プロジェク ト2018に ついて、

本コンソーシアムが協力することで了承され に。

最後に委員長から、本 日の委員会でペンディングとなったものは早急に取 りまとめて配

信 したい旨の話があり、幹事会を終了した。

以上
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